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１ 【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、2021年２月22日付で金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号の規定に基づき、特定子会社の異動に関する臨時報告書を提出いたしましたが、この度、特定子会社の異動

日が確定すると共に、一部に訂正すべき事項が生じましたので、金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき、

当該臨時報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

２【報告内容】

(2)当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び当該特定子会社の総株主等の

議決権に対する割合

(3)当該異動の理由及びその年月日

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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２【報告内容】
（訂正前）

(2) 当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び当該特定子会社の総株主等の

議決権に対する割合

①当社の所有に係る議決権の数

異動前  196,226 個（うち間接所有分　128,905個）

異動後　 196,226 個（うち間接所有分　128,905個）

②総株主等の議決権に対する割合

異動前　　 39.89 ％（うち間接所有分　26.21％）

異動後　　　40.55 ％（うち間接所有分　26.64％）

　本報告書の提出日現在における本投資法人の発行済投資口数は491,877口であり、本投資法人が本自己投資

口取得により2021年２月24日以降に取得を予定する投資口数の上限である8,000口が全て取得されることを前

提としております。

　なお、本投資法人の投資口価格水準や投資口の流動性、市場動向等によっては、取得口数の上限である

8,000口の一部又は全部の取得が行われない場合があります。また、本自己投資口取得の状況により、当社が

本投資口取得（最大600口）を行うため上記と異なる数値となる場合があります。

 
（訂正後）

(2) 当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び当該特定子会社の総株主等の

議決権に対する割合

①当社の所有に係る議決権の数

異動前  196,226 個（うち間接所有分　128,905個）

異動後　 196,226 個（うち間接所有分　128,905個）

②総株主等の議決権に対する割合

異動前　　 39.89 ％（うち間接所有分　26.21％）

異動後　　　40.02 ％（うち間接所有分　26.29％）

　本報告書の提出日現在における本投資法人の発行済投資口数は491,877口であり、本投資法人が本自己投資

口取得により2021年２月24日以降2021年３月４日までに取得した自己投資口数（1,497口）を基に算定してお

ります。
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（訂正前）

(3) 当該異動の理由及びその年月日

①異動の理由

　当社の関連会社である本投資法人は本自己投資口取得により、本投資法人の投資口につき、8,000口を上限と

して市場から取得することを決定いたしました。また、当社は、本自己投資口取得の状況により、2021年３月

末までに本投資口取得を行う場合があります。

　これらにより、発行済投資口数（自己投資口を除きます。）に対する当社及び当社子会社である株式会社大

和インベストメント・マネジメントの合算の議決権比率が40％以上となる見込みとなり、かつ、当社と本投資

法人との経営上の関係等を踏まえ、本投資法人は、当社の子会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条

第27号に定める意味をいいます。）に該当する見込みとなりました。

　また、本投資法人の出資総額が当社の資本金の額の100分の10以上に相当するため、本投資法人は当社の特定

子会社に該当する見込みです。

 
②異動の年月日

2021年３月（予定）

 
（訂正後）

(3) 当該異動の理由及びその年月日

①異動の理由

　当社の関連会社である本投資法人は本自己投資口取得により、本投資法人の投資口につき、8,000口を上限と

して市場から取得することを決定し、同決定に基づき自己投資口取得を行いました。

　これにより、2021年３月４日までに発行済投資口数（自己投資口を除きます。）に対する当社及び当社子会

社である株式会社大和インベストメント・マネジメントの合算の議決権比率が40％以上となり、かつ、当社と

本投資法人との経営上の関係等を踏まえ、本投資法人は、当社の子会社（企業内容等の開示に関する内閣府令

第１条第27号に定める意味をいいます。）に該当することになりました。

　また、本投資法人の出資総額が当社の資本金の額の100分の10以上に相当するため、本投資法人は当社の特定

子会社に該当します。

 
②異動の年月日

2021年３月８日

 
以　上
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